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様 式 Ｃ－５７－３ 
 

平成２０年度科学研究費補助金（研究成果公開促進費）状況報告書 
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 日本学術振興会理事長  殿 
平成２１年 ○月○○日 

代表者連絡先 
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平成２０年度科学研究費補助金（研究成果公開促進費）データベースに係る、平成２１年１月１０日現在の補助事業

の進行状況を、下記のとおり報告します。 

課 題 番 号 交 付 決 定 額 種 類（該当するものを○で囲むこと） 

２０×××× 5,000,000円 ・研究成果ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（  重点 ・ 一般  ） ・学術誌ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

データベース 

の 名 称 

日本語名：○○○○データベース 

英 語 名：○○○○ＤＡＴＡＢＡＳＥ             （略称： ○○ＤＢ） 

１．現在までの進行状況及び今後の見通しについて、以下の①～④のうち、該当する内容の番号を○で囲むこと。 

なお、平成２１年１月１０日現在において、既に事業計画変更の承認を受けている場合は、変更後の計画をもとに

進行状況及び今後の見通しについて記入すること。 

① 事業計画について、補助条件に基づき、「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５４－３、Ｃ－５４－４）」による 

 承認を必要としない範囲内の変更で作成できる予定であり、補助事業の実施期限（平成２１年３月３１日）までに

作成できる。 

    

② 事業計画について、補助条件に基づき、「事業計画変更承認申請書（様式Ｃ－５４－３、Ｃ－５４－４）」による 

 承認を必要とする変更が生じた、又は生じる可能性があるが、補助事業の実施期限（平成２１年３月３１日）まで

に作成できる。 

    補助条件に基づき「事業計画変更承認申請」を必要とする変更が生じる場合は、あらかじめ「事業計画変 

更承認申請書（様式Ｃ－５４－３、Ｃ－５４－４）」を提出し、承認を得る必要があります。 

  →〔 ■ 既に申請書提出済み 〕 ※既に提出済みの場合は「■」とすること。 

       （承認申請日： 平成２０年○○月○○日 ） 

 

③ 事業計画どおりに進行しておらず、補助事業の実施期限（平成２１年３月３１日）までに作成することが困難で

ある。 

   補助事業を実施期限までに完了できない場合は、「補助事業廃止承認申請書（様式Ｃ－５５－１）」を提出 

し、承認を得る必要があります。 

→〔 □ 既に申請書提出済み 〕 ※既に提出済みの場合は「■」とすること。 

       （承認申請日：          ） 

 

④ 交付決定時には予想し得なかったやむを得ない事由に基づき、補助事業が予定の期間内（平成２０年度中）に完

了しない見込みとなったため、事業の繰越承認申請を行う予定である。 

 

２．当該データベースの作成計画の進行状況について、「交付申請書記載の内容」、「平成２１年１月１０日現在の状況」

及び「補助事業完了時の予定」をそれぞれ記入すること。 

 入力レコード数 入力データ容量 所 要 経 費 

交 付 申 請 書 記 載 の 内 容 １，５００件 １００ＭＢ 5,000,000円 

平成２１年１月１０日現在の状況 １，２００件 ８０ＭＢ 3,800,000円 

補 助 事 業 完 了 時 の 予 定 ２，５００件 １８０ＭＢ 5,000,000円 

 

 
 



【作成上の注意】 
 

（１）  この「状況報告書」は、平成２１年１月１０日現在の当該事業の進捗状況について、平成２１年１

月１６日までに日本学術振興会に報告するためのものです。 

なお、平成２１年１月１６日までに日本学術振興会へ実績報告を行っている場合、または既に補助

事業を廃止している場合は、当該様式の提出の必要はありません。 

 

（２）  平成２１年１月１０日現在の進捗状況をもとに作成してください。 

 

（３） 「代表者連絡先」欄を記載するに当たっては、以下の通りとしてください。 

① 研究機関に所属し機関管理となる者の行う事業の場合は、所属機関の所在地・機関番号・所属

機関名・部局・職名を記載してください。 
        例）〒○○○－○○○○       機関番号（１２３４５） 

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○ 

○○大学 ○○学部  教授 

 

② 研究機関に所属せず、個人管理となる者の行う事業の場合は、交付申請書に記載した住所として

ください。（ただし、交付決定後に「連絡先登録票」により変更の届出を行っている場合は、

変更後の所在地を記載してください） 

例）〒○○○－○○○○       機関番号（所属機関なし） 

東京都千代田区霞ヶ関○－○－○ 

 

（４） 「データベース作成組織の名称」及び代表者の「職名」「氏名」欄は、交付申請書と同じ記載内容と

してください。（ただし、交付決定後に、事業計画の変更または代表者交替の承認申請を行っている

場合には、変更後の組織名称、職名、氏名を記載してください。） 

なお、代表者の印は「個人印」とし、団体等の組織としての「公印」は使用しないでください。 
 
＜注意＞ 

実績報告書作成時点において、既に作成組織名、職名の変更、または代表者の交替があるにもか

かわらず、日本学術振興会へ承認申請を行っていない場合は、実績報告書を作成・提出する前に「事

業計画変更承認申請」「代表者交替等承認申請」の手続きが必要となりますので、速やかに手続きを

行ってください。 
 
（５）  「課題番号」「交付決定額」欄については、交付決定通知書に記載されている課題番号及び交付決

定額を記載してください。 

 

（６） 「１．現在までの進行状況及び今後の見通し」については、①～④の中から該当するものを選択（丸

で囲む）してください。 

また、②または③に該当する場合で、既に「事業計画変更承認申請」手続きを行っている場合は、

申請日を記載してください。 

なお、④に該当する場合は、当該状況報告書を提出する前に、あらかじめ日本学術振興会にその

旨を報告してください。 

 

（７） 「２．当該データベースの作成計画の進捗状況」について 

① 「交付申請書記載の内容」欄は、交付申請書に記載した計画と同じ内容としてください。 

② 「平成２１年１月１０日現在の刊行実績」欄は、平成２０年４月１日から平成２１年１月１０

日までの事業実績を踏まえた記載としてください。 

③ 「補助事業完了時の予定」欄には、平成２０年４月１日から補助事業完了時までの予定（平成

２０年度事業としての予定）を踏まえた記載としてください。 

※平成２１年１月１０日以降の予定についてのみの記載とならないように注意してください。 

 


